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（提案理由） 

 学校給食は食育の一環であり、義務教育無償の原則に基づき、補助金

を交付することにより多子世帯の保護者の負担軽減を図るとともに、子

育て支援及び教育の充実に寄与するため、本案を提出する。 

 



   足立区学校給食費補助金交付条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、足立区立の小学校及び中学校に在籍する児童及び

生徒の学校給食に係る経費について補助金を交付することにより、３

人以上の子どもを養育している保護者の経済的負担の軽減を図り、も

って子育て支援を推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

（１） 区立学校 足立区立の小学校及び中学校をいう。 

（２） 児童生徒 区立学校に在籍する子どもをいう。 

（３） 未就学児 小学校就学の始期に達するまでの子どもをいう。 

（４） 保護者 子どもを監護し、かつ、その生計を維持するものを

いう。 

（５） 学校給食費 学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第１

１条第２項に規定する学校給食費をいう。 

（６） 第１子 保護者の子どものうち最も出生が早い児童生徒をい

う。 

（７） 第２子 第１子の次に年長の児童生徒又は未就学児をいう。 

（８） 第３子以降 第１子及び第２子以外の児童生徒又は未就学児

をいう。 

 （対象者） 

第３条 この条例による補助金（以下「補助金」という。）の交付を受

けることができる者（以下「対象者」という。）は、次に掲げる要件

を全て満たすものとする。ただし、足立区長（以下「区長」とい

う。）が対象者として適当でないと認めるときは、この限りでない。 

（１） 生計を一にする児童生徒又は未就学児が３人以上ある保護者



であって、児童生徒が１人以上あるものであること。 

（２） 保護者、児童生徒及び未就学児が足立区内に住所を有するこ

と。 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

第３子以降の児童生徒に係る学校給食費とする。ただし、第３子以降

が未就学児の場合は、第２子の児童生徒に係る学校給食費とする。 

２ 前項ただし書の場合において、第２子が未就学児の場合は、第１子

の児童生徒に係る学校給食費とする。 

３ 補助金の額は、補助対象経費に係る額とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、対象者が、国又は地方公共団体の負担に

おいて学校給食費の全部又は一部の給付を受けた場合には、補助対象

経費の額から当該給付額を除いた額を補助金の額とする。 

 （補助金の交付申請） 

第５条 対象者は、区長が指定する期日までに学校長（児童生徒が在籍

する区立学校の校長をいう。以下同じ。）を経由し、区長に申請しな

ければならない。 

 （補助金の交付決定） 

第６条 区長は、前条の規定による申請を受けた場合は、その内容につ

いて審査を行い、補助金の交付の可否を決定し、通知する。 

 （補助金の交付） 

第７条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた保護者（以下

「交付決定者」という。）は、学校長を経由し、区長に補助金の請求

をしなければならない。 

２ 区長は、前項の請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するも

のとする。 

 （請求及び受領の委任） 

第８条 交付決定者は、補助金の請求及び受領に関して、学校長に委任



することができる。 

２ 前項の規定により委任する場合は、交付決定者は委任状に記入及び

押印し、区長に提出しなければならない。 

３ 委任を受けた学校長は、当該交付決定者に対して請求する学校給食

費を限度として、当該交付決定者に代わって補助金を請求し、受領す

ることができる。 

 （交付決定の取消し） 

第９条 区長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 第３条に規定する対象者に該当しなくなったとき。 

（２） 国又は地方公共団体の負担において学校給食費の全部又は一

部の給付を受けたとき。 

（３） 偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたとき。 

 （補助金の返還） 

第１０条 区長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した

ときは、交付決定者に既に交付している補助金の全部又は一部を返還

させなければならない。 

 （委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   付 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 


